
新発田市防犯カメラ設置補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、犯罪の起こりにくい安心・安全なまちづくりに向けた地

域の自主的な防犯活動を支援するため、新発田市防犯カメラ設置補助金（以

下「補助金」という。）を交付することに関し、新発田市補助金等交付規則

（昭和３３年新発田市規則第１０号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱において次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。  

⑴ 防犯カメラ 通学路や不特定多数の者が利用する道路、公園等の公共空

間の一部を撮影対象とし、犯罪を抑止することを目的として特定の場所に

継続的に設置され、常時撮影する機能及び録画する機能を有する機器並び

にその他関連機器で構成されるものをいう。  

⑵ 町内会、自治会等 住民が自主的に組織し、民主的に運営されている市

内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体その

他これらに準ずる団体で市長が認めるものをいう。  

⑶ 商店街等 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１条）の規定に基

づき設立された商店街振興組合及び連合会その他これらに準ずる団体を

いう。  

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、防犯カメラを新たに購入し、

設置する町内会、自治会等、私立幼稚園、私立保育園、認定こども園、商店

街等その他市長が適当と認める団体とする。  

（補助対象経費）  

第４条 補助対象経費は、防犯カメラの設置に要する次に掲げる経費とする。  

 ⑴ 防犯カメラの機器購入費及び設置工事費  

 ⑵ 防犯カメラの設置を示す看板等設置費  

 ⑶ その他市長が特に必要であると認める費用  



２ 次に掲げる費用は、補助の対象としない。  

 ⑴ 保守費用、修理費用、電気料金等の維持管理費  

⑵ 機器等の移設及び撤去費  

⑶ 土地、建物等の使用若しくは取得又は補償に要する経費  

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が補助対象経費として不適当と認める

もの  

（機器の性能）  

第５条 防犯カメラは、別表に定める機能を有するものとする。  

（補助金の額）  

第６条 補助金の額は、予算の範囲内において防犯カメラ１台につき補助対象

経費の２分の１以内の額とし、３０万円を限度とする。  

２ 前項に定める補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。  

 （事前協議）  

第７条 補助金の交付申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、補

助金の交付を申請する前に、新発田市防犯カメラ設置補助金交付事前協議書

（別記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出するものと

する。  

⑴ 団体調査票（別記第２号様式）  

⑵ 防犯カメラの設置が総会等により決定したことを証する書類  

⑶ 設置する防犯カメラの仕様書及びカタログ  

⑷ 防犯カメラの設置費用に係る見積書  

⑸ 防犯カメラの設置場所及び撮影範囲を示した図面  

⑹ 補助対象団体等の規約及び役員名簿  

（補助金交付の内示）  

第８条 市長は、前条の事前協議があったときは、警察及び関係機関等と協議

の上、その内容を審査し、その結果を新発田市防犯カメラ設置補助金交付内

示書（別記第３号様式）により申請者に内示するものとする。  

２ 市長は、前項の場合において、必要があるときは、申請に係る事項につい

て修正を加えて内示することができる。  



３ 市長は、第１項の審査により内示できなかった場合も、その旨を申請者へ

連絡するものとする。  

 （補助金交付の申請）  

第９条 前条の規定による補助金交付の内示を受けた申請者は、新発田市防犯

カメラ設置補助金交付申請書（別記第４号様式）に次の各号に掲げる書類を

添えて市長に提出するものとする。  

⑴ 設置する防犯カメラの仕様書及びカタログ、構成図等の資料  

⑵ 防犯カメラの設置費用に係る見積書  

⑶ 防犯カメラの設置場所及び撮影範囲を示した図面  

⑷ 設置する場所の所有者等の権利者からの同意又は許可が得られている

ことを証する書類  

 ⑸ 防犯カメラ設置補助事業収支予算書  

⑹ 補助対象団体等の規約及び役員名簿  

 ⑺ 防犯カメラ管理運用規程  

 ⑻ 管理責任者及び操作取扱者届出書  

 ⑼ その他市長が必要と認める書類  

 （補助金交付の決定）  

第１０条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を

交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、新発田市

防犯カメラ設置補助金交付（不交付）決定通知書（別記第５号様式）により

申請者に通知するものとする。  

２ 市長は、前項の場合において必要があるときは、補助金交付の申請に係る

事項に修正を加えて補助金の交付を決定することができる。  

（補助金交付の条件）  

第１１条 市長は、補助金の交付を決定する場合には、次の各号に掲げる条件

を付すものとする。  

⑴ 別に定める新発田市防犯カメラ管理運用要領を遵守すること。  

⑵ 防犯カメラ設置者は、原則として、防犯カメラを設置した日から５年間

は当該カメラを適切に管理し、運用しなければならない。  

 ⑶ 防犯カメラを設置した日から５年の間に、防犯カメラを廃止又は設置場



所を変更した場合には、交付した補助金の全部又は一部の返還に応じるこ

と。  

 ⑷ 防犯カメラを廃止又は設置場所を変更する場合は、責任をもって当該設

置場所を原状復旧すること。  

（計画の変更等）  

第１２条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助金交付決定者」という。）

は、計画の内容を変更しようとするとき、又は中止若しくは廃止しようとす

るときは、新発田市防犯カメラ設置補助金交付変更（中止・廃止）申請書（別

記第６号様式）を市長に提出し、承認を得なければならない。  

 （関係書類の整備）  

第１３条 補助金交付決定者は、防犯カメラの設置に係る経費の収支を明らか

にした書類、帳簿等を整備し、設置完了後５年間保管しておかなければなら

ない。  

２ 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要があるときは、

前項の書類、帳簿等を検査することができる。  

 （実績報告書等）  

第１４条 補助金交付決定者は、防犯カメラの設置が完了したときは、速やか

に新発田市防犯カメラ設置補助金実績報告書（別記第７号様式）に次の各号

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。  

 ⑴ 設置した防犯カメラによる撮影画像  

 ⑵ 設置後の現況写真  

 ⑶ 領収証書その他の収支の事実を証する書類又はその写し  

 ⑷ 防犯カメラ設置補助事業収支決算書  

 ⑸ 口座振込依頼書  

 ⑹ 補助金交付決定通知書の写し  

 ⑺ その他市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定）  

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合は、その

内容を審査するとともに、必要に応じて行う現地調査等により、防犯カメラ

設置補助金の実績が補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合す



ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、新発田市防犯カメラ設

置補助金確定通知書（別記第８号様式）により補助金交付決定者に通知する

ものとする。  

（補助金の返還）  

第１６条 市長は、補助金交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付

した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。  

 ⑴ この要綱の規定に違反したとき。  

⑵ 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の申請に関し不正な行為が

あったとき。  

（財産の処分の制限）  

第１７条 補助金交付決定者は、補助金の交付を受けて取得した防犯カメラ等

を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し又は貸し付けては

ならない。  

 （その他）  

第１８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

 

  附 則  

（施行期日）  

この要綱は、平成２８年５月２５日から施行し、平成２８年４月１日から実

施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第５条関係）  

区分  仕様  

撮影機能  有効画素数  ・３８万画素数以上  

作動時間等  ・１日２４時間、夜間も人物等が特定できる

撮影ができること（動体検知も可）  

※赤外線照射機能付き又は被写体照度０．５

ルクス以上の性能を持つカメラを推奨す

る。  

録画機能  録画時間  ・１日２４時間及び７日間以上（動体検知の

場合は７日分以上）  

１秒間の記録間隔  ・３コマ以上  

記録画像サイズ  ・６４０×４８０画素以上  

記録媒体  ・ＵＳＢメモリー、ＤＶＤ－Ｒ等の外部記録

媒体に画像が複写できること  

・メモリーカード又はハードディスク等の画

像記録媒体を備えていること  

 


